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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

５ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 7,765,258 7,455,356 6,907,671 14,575,901 14,108,775

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 103,305 24,618 △135,419 165,949 14,997

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(千円) 5,060 36,949 △234,965 40,942 14,935

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 636,606 636,606 636,606 636,606 636,606

発行済株式総数 (株) 4,478,560 4,478,560 4,478,560 4,478,560 4,478,560

純資産額 (千円) 4,190,974 4,219,180 3,921,776 4,205,374 4,176,993

総資産額 (千円) 12,109,945 10,774,656 12,020,708 10,125,256 11,072,275

１株当たり純資産額 (円) 936.13 942.56 876.16 939.47 933.13

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) 1.13 8.25 △52.49 9.15 3.33

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5.0 5.0 5.0 10.0 10.0

自己資本比率 (％) 34.6 39.2 32.6 41.5 37.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △626,543 △710,294 △860,216 90,943 △1,014,582

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 256,730 27,963 △6,476 1,411,772 105,786

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 198,874 226,076 1,131,368 △1,502,760 770,658

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 641,179 355,818 938,610 812,072 673,934

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
189 
(36)

199
(35)

188
(32)

187 
(35)

182
(32)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 当中間会計期間における臨時従業員の平均雇用人員を( )外書にて記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

従業員数(名) 
188 
(32) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績の回復を背景に活発な設備投資や個人消費に支えられ

て、原油高懸念等の不安要因を抱えながらも景気は回復基調であります。 

しかしながら、当宝飾業界におきましてはようやく業績の下げ止まり感が見えるとの声もあるものの、未だ低迷

を脱しきれていない状況であります。引き続き厳しい経営環境に置かれている状況であります。このような状況の

もと、当社はユーザーの視点に立った魅力有る商品作り、販売企画に最大限注力して参りました。当社の売上の主

力を担う催事販売においては徐々にその効果も現れてきておりますが、卸売販売を含めた全般的な業績に寄与する

までにいたっておりません。 

その結果、当中間会計期間の売上高は69億７百万円(前年同期比7.3％減)、経常損失は１億35百万円(前年同期比

650.1％減)、中間純損失は、２億34百万円(前年同期比735.9％減)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末(平成17年３月31日現在)

に比べ２億64百万円(約39.3％)増加し９億38百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動の結果、資金は８億60百万円の減少(前年同期は７億10百万円の減少)となりま

した。これは主にたな卸資産の増加(８億28百万円)及び仕入債務の減少(２億24百万円)によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動の結果、資金は６百万円の減少(前年同期は27百万円の増加)となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得(26百万円)によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動の結果、資金は11億31百万円の増加(前年同期は２億26百万円の増加)となりま

した。これは主に、短期借入れによる収入(49億80百万円)が、短期借入金の返済による支出(37億90百万円)を上回

ったことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額のうち、輸入仕入実績は751,852千円であります。 

  

(2) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

  

商品群 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

ファッションジュエリー 1,275,073 131.9 

ダイヤモンドジュエリー 1,583,033 81.8 

カラーストーンジュエリー 1,146,457 129.8 

パールジュエリー 309,445 69.7 

デザイナーズジュエリー 1,457,136 104.8 

インポートジュエリー 168,152 32.5 

その他 163,108 76.6 

合計 6,102,409 96.1 

商品群 販売高(千円) 前年同期比(％) 

ファッションジュエリー 1,445,299 116.3 

ダイヤモンドジュエリー 1,777,509 87.3 

カラーストーンジュエリー 975,527 105.0 

パールジュエリー 465,700 75.0 

デザイナーズジュエリー 1,950,347 92.5 

インポートジュエリー 188,783 49.1 

その他 104,503 78.0 

合計 6,907,671 92.7 

相手先 
第46期中間期 第47期中間期 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱さが美 1,506,176 20.2 1,609,687 23.3



３ 【対処すべき課題】 

当社の経営資源は人材と商品であります。商品については今後も鮮度管理の徹底や在庫回転率の向上など努めて参

ります。また当社は労働集約型の販売会社でありますので、今後は社員一人一人の能力を高め、質の高い労働によっ

て結果を出していかねばなりません。そのためには、社員教育にも注力して参る所存であります。さらに、当期にお

いて経費削減に取り組み、今後はさらに徹底してまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 13,110,000

計 13,110,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,478,560 4,478,560
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何らの限定のない当社
における標準となる株式 

計 4,478,560 4,478,560 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 4,478 ― 636,606 ― 504,033

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

政 木 喜三郎 東京都台東区東上野２―10―１ 929 20.76

東京貴宝取引先持株会 東京都台東区東上野１―26―２ 380 8.48

東京貴宝社員持株会 東京都台東区東上野１―26―２ 337 7.54

政 木 ふじ江 東京都台東区東上野２―10―１ 292 6.53

政和商事㈱ 東京都台東区東上野２―10―１ 232 5.20

政 木 みどり 
東京都台東区三筋２―21―10
ベルメゾン元浅草702号室 

142 3.18

中 川 千 秋 東京都八王子市城山手２―21―１ 117 2.62

加 藤 系 子 東京都西東京市下保谷４―11―24 101 2.26

加 藤 憲 子 東京都西東京市下保谷４―11―24 86 1.92

㈱古屋 山梨県甲府市湯田２―７―５ 72 1.61

計 ― 2,691 60.10



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が34,000株(議決権34個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の単元未満自己株式490株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 2,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,466,000 
4,466 同上 

単元未満株式 
普通株式 

10,560 
― 同上 

発行済株式総数 4,478,560 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,466 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東京貴宝株式会社 

東京都台東区東上野 
１－26－２ 

2,000 ─ 2,000 0.0

計 ― 2,000 ─ 2,000 0.0

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 655 665 665 680 697 700

最低(円) 635 631 636 663 670 680



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、優成監査法人により中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

(注) 割合の算出は、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現損益並びに会社間取引の消去後の金額によっておりま

す。 

  

資産基準 0.4％

売上高基準 0.2％

利益基準 0.0％

利益剰余金基準 0.0％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金 ※２ 788,830   1,291,537 1,005,715   

 ２ 受取手形   2,196,216   1,978,687 1,920,736   

 ３ 売掛金   1,833,971   1,894,270 2,075,048   

 ４ たな卸資産   4,649,900   5,568,289 4,739,545   

 ５ 繰延税金資産   102,345   105,040 87,837   

 ６ その他 ※３ 159,955   171,656 184,707   

   貸倒引当金   △13,031   △8,131 △13,506   

   流動資産合計    9,718,188 90.2 11,001,351 91.5   10,000,084 90.3

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 建物 ※２ 132,062   151,452 132,276   

  (2) 土地 ※２ 370,076   317,060 370,076   

  (3) その他   20,157   17,974 18,588   

   有形固定資産合計   522,296   486,488 520,941   

 ２ 無形固定資産   1,719   22,719 22,719   

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※２ 66,738   84,901 78,921   

  (2) 関係会社株式   45,593   20,000 20,000   

  (3) 繰延税金資産   108,741   121,719 115,421   

  (4) 投資不動産 ※１ 
※２ 115,486   114,456 114,561   

  (5) その他   226,604   178,325 210,083   

    貸倒引当金   △30,713   △9,252 △10,459   

   投資その他の 
   資産合計   532,451   510,149 528,529   

   固定資産合計    1,056,467 9.8 1,019,357 8.5   1,072,190 9.7

   資産合計    10,774,656 100.0 12,020,708 100.0   11,072,275 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   1,088,641   850,102 1,074,893   

 ２ １年以内償還予定 
   社債 ※２ 228,000   268,000 348,000   

 ３ 短期借入金 ※２ 3,930,471   5,400,000 4,229,500   

 ４ １年以内返済予定 
   長期借入金 ※２ 20,000   120,000 120,000   

 ５ 未払金   274,072   333,067 105,707   

 ６ 未払法人税等   46,955   5,681 4,880   

 ７ 返品調整引当金   10,027   10,067 11,420   

 ８ その他   127,147   110,070 115,753   

   流動負債合計    5,725,316 53.1 7,096,988 59.0   6,010,155 54.3

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債 ※２ 326,000   542,000 486,000   

 ２ 長期借入金 ※２ 150,000   49,500 40,000   

 ３ 退職給付引当金   78,417   93,249 85,436   

 ４ 役員退職慰労引当金   214,666   239,144 222,480   

 ５ その他   61,075   78,049 51,209   

   固定負債合計    830,159 7.7 1,001,943 8.4   885,126 8.0

   負債合計    6,555,475 60.8 8,098,932 67.4   6,895,281 62.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    636,606 5.9 636,606 5.3   636,606 5.7

Ⅱ 資本剰余金          

   資本準備金   504,033   504,033 504,033   

   資本剰余金合計    504,033 4.7 504,033 4.2   504,033 4.5

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   83,280   83,280 83,280   

 ２ 任意積立金   2,800,000   2,800,000 2,800,000   

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益又は中間未処理 
   損失(△) 

  190,064   △111,677 145,669   

   利益剰余金合計    3,073,345 28.5 2,771,602 23.0   3,028,950 27.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    6,444 0.1 10,941 0.1   8,652 0.1

Ⅴ 自己株式    △1,248 △0.0 △1,407 △0.0   △1,248 △0.0

   資本合計    4,219,180 39.2 3,921,776 32.6   4,176,993 37.7

   負債資本合計    10,774,656 100.0 12,020,708 100.0   11,072,275 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    7,455,356 100.0 6,907,671 100.0   14,108,775 100.0

Ⅱ 売上原価    5,673,813 76.1 5,195,782 75.2   10,732,513 76.1

   売上総利益    1,781,542 23.9 1,711,889 24.8   3,376,262 23.9

 １ 返品調整引当金 
   戻入額    12,726 0.1 11,420 0.2   12,726 0.1

 ２ 返品調整引当金 
   繰入額    10,027 0.1 10,067 0.2   11,420 0.1

   差引売上総利益    1,784,241 23.9 1,713,242 24.8   3,377,568 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,732,252 23.2 1,825,687 26.4   3,310,234 23.4

   営業利益又は 
   営業損失(△)    51,988 0.7 △112,445 △1.6   67,334 0.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  32,225 0.4 39,476 0.5   70,643 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  59,595 0.8 62,451 0.9   122,980 0.9

   経常利益又は 
   経常損失(△)    24,618 0.3 △135,419 △2.0   14,997 0.1

Ⅵ 特別利益 ※３  112,842 1.5 5,457 0.1   119,607 0.9

Ⅶ 特別損失 ※４ 
※６  47,780 0.6 125,913 1.8   55,099 0.4

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△) 

   89,680 1.2 △255,875 △3.7   79,505 0.6

   法人税、住民税 
   及び事業税   43,103   2,307 48,618   

   過年度法人税等   ―   1,900 ─   

   法人税等調整額   9,627 52,731 0.7 △25,117 △20,909 △0.3 15,952 64,570 0.5

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)    36,949 0.5 △234,965 △3.4   14,935 0.1

   前期繰越利益    153,115 123,287   153,115 

   中間配当額    ― ─   22,381 

   中間(当期)未処分 
   利益又は中間未処理 
   損失(△) 

   190,064 △111,677   145,669 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 １ 税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失(△) 

 89,680 △255,875 79,505

 ２ 減価償却費  9,495 9,323 19,210

 ３ 減損損失  ─ 53,016 ─

 ４ 投資有価証券評価損  ― ― 4,999

 ５ 関係会社清算益  ─ ─ △10,598

 ６ 貸倒引当金の増加額 
   (△減少額) 

 △27,733 △6,580 △47,512

 ７ 退職給付引当金の増加額 
   (△減少額) 

 1,352 7,812 8,371

 ８ 役員退職慰労引当金の 
   増加額(△減少額) 

 32,966 16,663 40,780

 ９ 受取利息及び配当金  △1,320 △1,650 △2,300

 10 支払利息  32,922 34,262 65,845

 11 投資不動産売却益  △81,498 ─ △81,498

 12 売上債権の減少額 
   (△増加額) 

 △340,360 122,827 △305,956

 13 たな卸資産の減少額 
   (△増加額) 

 △674,608 △828,743 △764,253

 14 未収消費税等の減少額 
   (△増加額) 

 △33,208 △20,902 ─

 15 仕入債務の増加額 
   (△減少額) 

 196,434 △224,790 182,686

 16 未払金の増加額(△減少額)  170,622 227,301 2,172

 17 未払消費税等の増加額 
   (△減少額) 

 △32,684 △17,120 △15,564

 18 未払費用の増加額 
   (△減少額) 

 3,399 15,200 △1,419

 19 預り金の増加額(△減少額)  504 △8,591 7,548

 20 その他  21,819 41,354 △26,565

    小計  △632,214 △836,493 △844,546

 21 利息及び配当金の受領額  1,315 1,727 2,211

 22 利息の支払額  △31,475 △35,086 △60,217

 23 法人税等の支払額  △47,919 △4,427 △112,030

 24 法人税等の還付額  ─ 14,063 ─

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △710,294 △860,216 △1,014,582



  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 定期預金の預入による支出  △104,008 △24,027 △128,082

 ２ 定期預金の払戻による収入  15,900 49,280 147,145

 ３ 有形固定資産の取得等に 
   よる支出 

 △646 △26,406 △7,396

 ４ 無形固定資産の取得等に 
   よる支出 

 ― ─ △21,000

 ５ 投資有価証券の取得等に 
   よる支出 

 △2,078 △2,074 △15,550

 ６ 投資不動産の売却等による 
   収入 

 110,838 ─ 110,838

 ７ 関係会社の清算による収入  ─ ─ 36,191

 ８ 貸付による支出  ─ △36,533 △17,913

 ９ 貸付金の回収による収入  238 32,954 682

 10 その他  7,720 329 871

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 27,963 △6,476 105,786

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 短期借入れによる収入  1,519,345 4,980,000 4,229,500

 ２ 短期借入金の返済による 
   支出 

 △1,246,984 △3,790,000 △3,658,111

 ３ 長期借入金の返済による 
   支出 

 △10,000 △10,000 △20,000

 ４ 社債の発行による収入  ─ 97,850 391,850

 ５ 社債の償還による支出  △14,000 △124,000 △128,000

 ６ 配当金の支払額  △22,283 △22,323 △44,580

 ７ その他  ― △158 ─

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 226,076 1,131,368 770,658

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額(△減少額) 

 △456,254 264,675 △138,137

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 812,072 673,934 812,072

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 355,818 938,610 673,934

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  地金商品 

   移動平均法による低

価法 

  小粒ダイヤモンド商品 

   移動平均法による原

価法 

  上記以外の商品 

   個別法による原価法 

(1) たな卸資産 

  地金商品 

同左 

  

  小粒ダイヤモンド商品 

同左 

  

  上記以外の商品 

同左 

(1) たな卸資産 

  地金商品 

同左 

  

  小粒ダイヤモンド商品 

同左 

  

  上記以外の商品 

同左 

  (2) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  ……償却原価法 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  ……移動平均法による

原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間期末の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

(2) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

  

(2) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …期末の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

同左 

  (3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産………定率法 

長期前払費用………定額法 

投資不動産…………定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物

附属設備は除く)について

は、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な有形固定資産

及び投資不動産の耐用年数

は以下のとおりでありま

す。 

建物………………10～50年 

投資不動産………８～50年 

有形固定資産………定率法 

長期前払費用………定額法 

投資不動産…………定率法 

同左 

有形固定資産………定率法 

長期前払費用………定額法 

投資不動産…………定率法 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、回収

不能見込額を計上して

おります。 

  一般債権 

   貸倒実績率法によっ

ております。 

  貸倒懸念債権及び破産

更生債権等 

   財務内容評価法によ

っております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  一般債権 

同左 

  

  貸倒懸念債権及び破産

更生債権等 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  一般債権 

同左 

  

  貸倒懸念債権及び破産

更生債権等 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 返品調整引当金 
  返品による損失に備え

るため、過去における
返品実績を基準とする
返品予測高に対する売
買利益相当額を計上し
ております。 

(2) 返品調整引当金 
同左 

(2) 返品調整引当金 
同左 

  (3) 退職給付引当金 
  従業員に対する退職金

の支給に備えるため、
当事業年度末における
退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末
において発生している
と認められる額を計上
しております。 

  なお、会計基準変更時
差異(31,362千円)につ
いては、15年による按
分額を費用処理してお
ります。 

(3) 退職給付引当金 
同左 

(3) 退職給付引当金 
  従業員に対する退職金
の支給に備えるため、
当事業年度末における
退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき
計上しております。 

  なお、会計基準変更時
差異(31,362千円)につ
いては、15年による按
分額を費用処理してお
ります。 

    (会計方針の変更) 
 当中間会計期間より
「『退職給付に係る会計基
準』の一部改正」(企業会
計基準第３号 平成17年３
月16日)及び「『退職給付
に係る会計基準』の一部改
正に関する適用指針」(企
業会計基準適用指針第７号
平成17年３月16日)を適用
しております。 
 これによる当中間会計期
間の損益に与える影響はあ
りません。 

  

  (4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規
に基づく中間期末要支
給額を現価方式により
計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
給に充てるため、内規
に基づく中間期末要支
給額を計上しておりま
す。 

(追加情報) 
 役員退職慰労引当金は、
従来、内規に基づく中間期
末要支給額を現価方式によ
り計上しておりましたが、
当中間会計期間より中間期
末退職慰労金要支給額の
100％を計上する方法に変
更しております。この変更
は、役員の平均在任期間が
短くなってきたこと及び割
引率の低下傾向が続いたこ
とから、債務認識の適正化
を図るために行ったもので
あります。この結果、従来
の方法に比較して、営業損
失、経常損失及び税引前中
間純損失が16,924千円増加
しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
給に充てるため、内規
に基づく期末要支給額
を現価方式により計上
しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジを採用して

おります。 

  なお、先物為替予約取

引について振当処理の

要件を満たしている場

合は振当処理を採用し

ております。 

  また、金利スワップ取

引については、特例処

理の要件を満たしてお

りますので、特例処理

を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 (ヘッジ手段) 

 先物為替予約取引 

 金利スワップ取引 

  

 (ヘッジ対象) 

 外貨建金銭債務等 

 借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  輸入取引に伴って生じ

る外貨建債務の為替リ

スクをヘッジするため

に少額の取引を除き全

て個別に先物為替予約

取引を、借入金の金利

変動リスクをヘッジす

るために金利スワップ

取引を行っておりま

す。 

  なお、投機目的のデリ

バティブ取引は行わな

い方針であります。 

(3) ヘッジ方針 

  輸入取引に伴って生じ

る外貨建債務の為替リ

スクをヘッジするため

先物為替予約取引(主

に包括ヘッジ)を行

い、借入金の金利変動

リスクをヘッジするた

めに金利スワップ取引

を行っております。 

  なお、投機目的のデリ

バティブ取引は行わな

い方針であります。 

(3) ヘッジ方針 

  輸入取引に伴って生じ

る外貨建債務の為替リ

スクをヘッジするため

に少額の取引を除き全

て個別に先物為替予約

取引を、借入金の金利

変動リスクをヘッジす

るために金利スワップ

取引を行っておりま

す。 

  なお、投機目的のデリ

バティブ取引は行わな

い方針であります。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  先物為替予約取引につ

いては、取引の実行及

び管理を社内規程に基

づき経理部が行ってお

り、経理部長は毎月社

長に対し、先物為替予

約取引及び外貨建債務

に関する財務報告を行

っております。 

  金利スワップ取引につ

いては、ヘッジ手段及

びヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であ

り、かつヘッジ開始時

及びその後も継続して

相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動を完全

に相殺するものと想定

することができるた

め、ヘッジ有効性の判

定は省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法等 

同左 

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

同左 同左 

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が

53,016千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。 

────── 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が4,015千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

4,015千円減少しております。 

────── 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が7,694千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

7,694千円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 固定資産の減価償却累計額 
(1) 有形固定資産 267,193千円

(2) 投資その他の 
  資産(賃貸用 
  不動産) 

75,147千円

※１ 固定資産の減価償却累計額
(1) 有形固定資産 283,142千円

(2) 投資その他の
  資産(賃貸用 
  不動産) 

76,977千円

※１ 固定資産の減価償却累計額 
(1) 有形固定資産 275,299千円

(2) 投資その他の 
  資産(賃貸用 
  不動産) 

76,072千円

※２ 担保に供されている資産及び
これに対応する債務 

 (1) 担保に供されている資産 
定期預金 350,695千円
建物 119,384千円
土地 209,997千円
投資不動産 115,486千円
計 795,564千円

※２ 担保に供されている資産及び
これに対応する債務 

 (1) 担保に供されている資産 
定期預金 211,335千円
建物 113,523千円
土地 209,997千円
投資不動産 114,456千円
計 649,313千円

※２ 担保に供されている資産及び
これに対応する債務 

 (1) 担保に供されている資産 
定期預金 248,417千円
建物 116,363千円
土地 209,997千円
投資不動産 114,561千円
計 689,340千円

 (2) 上記に対応する債務 

   (注１) １年以内償還予定社債
200,000千円を含んで
おります。 

   (注２) １年以内返済予定長期
借入金20,000千円を含
んでおります。 

   上記の他に、取引決済保証金

として、投資有価証券400千

円を差し入れております。 

社債 400,000千円
(注１)

長期借入金 70,000千円
(注２)

短期借入金 770,971千円
計 1,240,971千円

 (2) 上記に対応する債務

   (注１) １年以内償還予定社債
200,000千円を含んで
おります。 

   (注２) １年以内返済予定長期
借入金20,000千円を含
んでおります。 

   上記の他に、取引決済保証金

として、投資有価証券400千

円を差し入れております。 

社債 200,000千円
(注１)

長期借入金 50,000千円
(注２)

短期借入金 765,000千円
計 1,015,000千円

(2) 上記に対応する債務 

   (注１) １年以内償還予定社債
300,000千円を含んで
おります。 

   (注２) １年以内返済予定長期
借入金20,000千円を含
んでおります。 

   上記の他に、取引決済保証金

として、投資有価証券400千

円を差し入れております。 

社債 300,000千円
(注１)

長期借入金 60,000千円
(注２)

短期借入金 565,000千円
計 925,000千円

※３ 消費税等の取り扱い 
   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の
「その他」として表示してお
ります。 

※３ 消費税等の取り扱い
同左 

※３   ――――― 
  

 ４ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引
４金融機関と当座貸越契約及
びコミットメント契約を締結
しております。これら契約に
基づく当中間会計期間末の借
入未実行残高は次のとおりで
あります。 

  

当座貸越 
極度額及び 
貸出コミット
メントの総額 

4,000,000千円

借り入れ 
実行残高 

2,360,000千円

差引額 1,640,000千円

 ４ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引
５金融機関と当座貸越契約及
びコミットメント契約を締結
しております。これら契約に
基づく当中間会計期間末の借
入未実行残高は次のとおりで
あります。 

当座貸越
極度額及び 
貸出コミット
メントの総額

3,000,000千円

借り入れ
実行残高 

2,520,000千円

差引額 480,000千円

４ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため、取
引４金融機関と当座貸越契約
及びコミットメント契約を締
結しております。これら契約
に基づく当期末の借入未実行
残高は次のとおりでありま
す。 

当座貸越
極度額及び 
貸出コミット
メントの総額 

4,000,000千円

借り入れ
実行残高 

2,440,000千円

差引額 1,560,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 619千円

受取配当金 701千円

不動産賃貸収入 21,238千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 644千円

受取配当金 743千円

不動産賃貸収入 26,277千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,170千円

受取配当金 1,130千円

不動産賃貸収入 42,269千円

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 29,413千円

コミットメント 
ライン設定 
手数料 

13,412千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 27,352千円

コミットメント
ライン設定 
手数料 

12,399千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 55,001千円

コミットメント 
ライン設定 
手数料 

26,621千円

      

※３ 特別利益の主要項目 

投資不動産 
売却益 

81,498千円

貸倒引当金 
戻入益 

25,236千円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金
戻入益 

5,457千円

※３ 特別利益の主要項目 

投資不動産
売却益 

81,498千円

貸倒引当金
戻入益 

21,402千円

      

※４ 特別損失の主要項目 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

27,181千円

※４ 特別損失の主要項目 

商品評価損 68,201千円

商品処分損 4,694千円

減損損失 53,016千円

※４ 特別損失の主要項目 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

27,181千円

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,662千円

投資その他の資産 
(賃貸用不動産) 

936千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,843千円

投資その他の資産
(賃貸用不動産) 

905千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 15,767千円

投資その他の資産 
(賃貸用不動産) 

3,721千円

      

※６   ────── ※６ 減損損失 

   当社は以下の資産について減

損損失を計上いたしました。 

   当社は、事業用資産について

は管理会計上の事業を基本と

し、賃貸用資産及び遊休資産

については、当該資産単独で

資産のグルーピングを行って

おります。 

   上記の資産は、遊休状態であ

り今後の使用見込みがなく、

土地の価格が下落しているた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失(53,016千円)として特

別損失に計上いたしました。 

   なお、当該土地の回収可能価

額は正味売却価額により測定

しており、固定資産税評価額

に合理的な調整を行って算出

しております。 

用途 種類 場所

遊休 土地
静岡県
伊東市 

※６   ────── 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び 
預金勘定 

788,830千円

預入期間が 
３か月を超え 
る定期預金 

△433,012千円

現金及び 
現金同等物 

355,818千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び 
預金勘定 

1,291,537千円

預入期間が 
３か月を超え 
る定期預金 

△352,927千円

現金及び 
現金同等物 

938,610千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び
預金勘定 

1,005,715千円

預入期間が
３か月を超え 
る定期預金 

△331,780千円

現金及び
現金同等物 

673,934千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具及び 
備品 11,784 7,437 4,346

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具及び 
備品 11,784 9,677 2,107

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

器具及び
備品 17,983 14,756 3,226

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年内 2,239千円

１年超 2,107千円

合計 4,346千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年内 588千円

１年超 1,519千円

合計 2,107千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年内 1,413千円

１年超 1,813千円

合計 3,226千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,414千円

減価償却費相当額 1,414千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,119千円

減価償却費相当額 1,119千円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 2,534千円

減価償却費相当額 2,534千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ 前中間会計期間 

(1) 時価のある有価証券 

  

  

(2) 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

次へ 

区分 
前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 31,093 41,924 10,830

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 31,093 41,924 10,830

区分 
前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

満期保有目的の債券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 社債 16,000

計 16,000

子会社株式及び関連会社株式 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 子会社株式 45,593

計 45,593

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 非上場株式 
 (店頭売買株式を除く) 

8,814

計 8,814



２ 当中間会計期間 

(1) 時価のある有価証券 

  

  

(2) 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 34,138 52,587 18,448

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

計 34,138 52,587 18,448

区分 
当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

満期保有目的の債券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 社債 16,000

計 16,000

子会社株式及び関連会社株式 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 子会社株式 20,000

計 20,000

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

 非上場株式 16,314

計 16,314



３ 前事業年度 

(1) 時価のある有価証券 

  

  

(2) 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当期末において、時価評価されていないその他有価証券について4,999千円減損処理を行っております。 

次へ 

区分 
前事業年度末

(平成17年３月31日) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 32,064 46,607 14,542

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

計 32,064 46,607 14,542

区分 
前事業年度末

(平成17年３月31日) 

満期保有目的の債券 
貸借対照表計上額

(千円) 

 社債 16,000

計 16,000

子会社株式及び関連会社株式 
貸借対照表計上額

(千円) 

 子会社株式 20,000

計 20,000

その他有価証券 
貸借対照表計上額

(千円) 

 非上場株式 16,314

計 16,314



(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ     

前中間会計期間末 
平成16年９月30日現在 

当中間会計期間末
平成17年９月30日現在 

前事業年度末 
平成17年３月31日現在 

該当事項はありません。 

なお、先物為替予約取引及び金利ス

ワップ取引を行っておりますが、い

ずれもヘッジ会計を適用しておりま

すので注記の対象から除いておりま

す。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 942.56円

１株当たり中間純利益 8.25円

１株当たり純資産額 876.16円

１株当たり中間純損失 52.49円

１株当たり純資産額 933.13円

１株当たり当期純利益 3.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

      

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間損益計算書上の中間純利益 

36,949千円 

 普通株式に係る中間純利益 

36,949千円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

4,476,320株 

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎 

 中間損益計算書上の中間純損失 

234,965千円 

 普通株式に係る中間純損失 

234,965千円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

4,476,133株 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 損益計算書上の当期純利益 

14,935千円 

 普通株式に係る当期純利益 

14,935千円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

4,476,320株 



(2) 【その他】 

平成17年11月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額……………………………22,380千円 

(ロ)１株当たりの金額……………………………………………５円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成17年12月12日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主または登録質権者に対し、支払いを行

います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第46期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月28日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

東京貴宝株式会社 

取  締  役  会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京貴

宝株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東京貴宝株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

優成監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  加  藤  善  孝  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  本  間  洋  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

東京貴宝株式会社 

取  締  役  会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京貴

宝株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東京貴宝株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

優成監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  加  藤  善  孝  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  本  間  洋  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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